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Ⅰ は じ め に
会計業務の専門家である公認会計士は，その専門知識を活かして，もっぱら経理・税務・
コンサル・監査業務などに従事する。事業活動上の組織形態としては，個人あるいは共同事
務所を設立するか，監査法人を設立して大規模化するかの２極化が進んでいる。前者はもっ
ぱら個人ないし中小企業を顧客とする会計サービスの提供を行い，後者の監査法人は一般に
上場企業など大規模企業を顧客として金融商品取引法や会社法が規定する会計監査を中心と
した専門サービスの提供を主としている。
元来，公認会計士や医師，弁護士等の高度専門職業サービスの提供者は独立した個人事業
者と考えられてきた。しかし，関係業務の多様化・高度化・複雑化が進むにつれ，どのよう
な課題にも対応できるオールマイティ型の専門家は影を潜め，分野ごとの専門化が進むこと
によって，事業の協同化が不可欠となるにいたった。ここに，個人を中心とする標準化業務
に特化するか，協同して高度専門サービス業務に向かうかの２極化が避けられなくなった。
後者の代表が1966年（昭和41年）の公認会計士法改正によって導入されることとなった監査
法人制度である。
監査法人は，合名会社の性格を強く保有する組織形態であり，それは，独立した高度専門
職業者である公認会計士の集団にふさわしい組織形態と考えられてきた。しかし，後にも述
べるように，監査法人の大規模化は，個人事業体の枠を超え，株式会社に匹敵する構成員の
疎遠化をもたらすこととなった。監査法人という公認会計士の共同体は，一方では，専門職
業者としての個人事業主の集団という人的性格を持ちながら，他方，株式会社のような物的
性格を持った会社形態を取り入れざるを得ない状況となってきた。
2007年６月の公認会計士法改正で新たに導入された「有限責任監査法人制度｣（公認会計
士法第34条の３他）はこのような状況の変化に対応することを目的とするものである。
一方，民法や商法・会社法は，人的性格に重きをおく組合形態から，その対極として物的
性格を基本とする株式会社形態までを規定しながら，他方，それぞれの性格を混合させた組
織形態を新たに誕生させてきた。民法上の組合（任意組合：民法第667条)，商法上の組合
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（匿名組合1)：商法第535条）をより会社形態に近付けた「有限責任事業組合｣（有限責任事
業組合契約に関する法律：2005年８月施行)，人的性格を強く持ちながらも，株式会社の特
徴を取り入れた「合同会社｣（会社法：2006年５月施行）がそれである。
本稿は，監査業務を中心とする会計事務所の組織形態のあり方として，2007年新設の「有
限責任監査法人」制度が一つの解決策を提示するものであるのかどうか，その研究の出発点
として,「有限責任監査法人」制度創設の契機ともなった有限責任事業組合と合同会社等新
たな事業組織形態を取り上げる。同時に，両組織形態は，英米における LLP（Limited
Liability Partnership）ならびに LLC（Limited Liability Company）を嚆矢とするものである
ことから，これらとの比較のもとで会計事務所の組織形態のあり方を明らかにしようとする。
Ⅱ 監査法人の現状
2005年４月27日に ｢有限責任事業組合契約に関する法律｣ (平成17年５月６日法律第40号
公布：８月１日施行) が成立し，ついで，６月29日，合名会社，合資会社，株式会社につい
て規定された商法第二編，有限会社について規定された有限会社法，および株式会社の監査
等に関する商法の特例に関する法律（商法特例法）等を再編した，新たな会社法 (平成17年
７月26日法律第86号：平成18年５月施行) が成立した。
ここに，民法上の任意組合，商法上の匿名組合，合名会社，合資会社，有限会社2)，株式
会社に加えて，新たな事業形態として，｢有限責任事業組合｣ と ｢合同会社｣ が創設される
こととなった。
欧米では，これより早く，LLPおよび LLCという事業形態が認められており3)，それぞれ
の特徴から ｢有限責任事業組合｣ は日本版 LLP，｢合同会社｣ は日本版 LLCと言うことがで
きる。
日本では，個人事務所，共同事務所以外では，1966年の改正公認会計士法以降，監査業務
を行う公認会計士の組織形態として，合名会社に準ずる監査法人制度のみが認められてきた。
これに対して，個人の公認会計士や共同会計士事務所も監査を担当しているが，公認会計士
法第24条の４（平成15年６月６日法律第67号）の改正により，大会社等の監査証明を単独で
することの禁止規定 (共同監査の義務付け) が設けられたことから，実質的には，大会社等
の監査証明は監査法人が唯一の担当者であると言っても過言ではない。
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1）民法上の任意組合が共同事業体であるのに対して，商法上の匿名組合は出資者と単独営業者との個
別出資契約による単独事業体であることから，匿名組合は会計事務所の組織形態として議論の俎上に
上るものではない。
2）2005年改正の新会社法により有限会社制度が廃止され（既存の有限会社は存続)，新規設立はでき
なくなった。
3）米国では，1977年にワイオミング州で LLCが最初に法制化され，LLPについても，1990年代，各
州法によって創設された。また，英国では大手会計事務所の要望により，2000年に LLPが創設され
た｡（新川達也 ｢有限責任事業組合制度（日本版 LLP制度）の創設へ向けて｣，旬刊金融法務事情，
第1731号（2005.2.25)，2627頁）
周知のように，監査法人制度は，いわゆる昭和40年不況時に，戦後最大の倒産といわれた
山陽特殊製鋼事件などを契機として，企業の大規模化と多角化に対応する組織的監査の実現，
ならびに，監査人の独立性確保を目的として新設されたものであった。しかし，当時想定さ
れた監査法人は，５名以上の公認会計士による共同事務所（公認会計士法第34条の７）を念
頭においたものであって，この意味で，比較的小規模な会社組織で利用される合名会社の性
格を有するものであった。
これに対して，現在では４大監査法人4)（新日本，トーマツ，あずさ，あらた）が金商法
監査対象企業の80％以上を担当し，社員数はそれぞれ500名を超え，公認会計士・会計士補
の職員を加えれば各法人が3,000名を超える会計プロフェッショナルを抱える巨大組織とな
っている（あらた監査法人を除く：第１表参照)。
このような４大監査法人の大規模化，また監査業務の寡占化といった状況のもとでは，従
来の合名会社的組織である監査法人形態が，必ずしも監査業務の組織形態として妥当しなく
なっているということもできよう。公認会計士に対する損害賠償請求訴訟の増大に伴う無限
連帯責任制度の見直しもその一つである。すなわち，監査法人の大規模化にともない，合名
会社制度が念頭においている社員の相互監視と相互牽制が必ずしも十分に機能せず，ここに
人的性格をもつ監査法人制度が社員に求めている無限連帯責任制は現状にそぐわないものと
なっている。
また，個人事務所の共同監査から社員数５名の監査法人による監査，その100倍を超える
500名からの社員を抱える大規模監査法人による監査が併存する現状を見るに，規模に応じ
た会計事務所の組織形態を検討することも必要であろう。
一つのヒントが，人的性格を残しながらも有限責任制を併存させた新たな組織形態として
の日本版 LLPと日本版 LLCの利用である。次に，この二つの新たな組織形態の特徴，監査
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第１表：４大監査法人の業容
新日本 トーマツ あずさ あらた
出資金（百万円) 721 2,423 3,955 895
業務収入（百万円) 98,826 80,900 64,651 22,716
社員数 733名 609名 523名 112名
人員総数
(公認会計士等：その他)
6,323名
(4,728：1,595)
5,921名
(4,455：1,466)
5,112名
(3,923：1,189)
1,876名
(1,176：700)
関与会社数(金商法監査) 4,547社 (1,275) 3,974社 (1,111) 4,833社 (931) ？社 (83)
＊日本経済新聞，2008年10月15日付記事と各監査法人ホームページ (2009年４月７日現在) から作成（あらた監査
法人は関与会社数を掲載していないため不明）
＊業務収入は2007年度
4）2005年のカネボウ㈱，2006年の㈱日興コーディアル・グループ等の粉飾事件への関わりから業務停
止処分を受け，最終的には解散となったみすず（旧中央青山）監査法人は，あらた監査法人を中心に
いくつかの監査法人に吸収ないし分裂することとなった。そのため，あらた監査法人と他の大規模監
査法人との間には，規模・社員数の面での格差があり，この意味で３大監査法人＋１という言い方も
される。
業務の組織形態としての利用可能性，ならびにその問題点等を検討してみよう。
Ⅲ ｢有限責任事業組合｣（日本版 LLP）の概要
2005年５月６日に公布された ｢有限責任事業組合契約に関する法律｣（最終改正：平成17
年７月26日法律第八七号）の第１条は，立法の目的を以下のように述べる。
「第１条：この法律は，共同で営利を目的とする事業を営むための組合契約であって，組
合員の責任の限度を出資の価額とするものに関する制度を確立することにより，個人又は法
人が共同して行う事業の健全な発展を図り，もって我が国の経済活力の向上に資することを
目的とする｡｣（下線筆者）
本法律が，民法上の組合の特例として新たな事業形態を導入しようとする主旨のもとで制
定されたものであることから，その本質は組合であり，当然，組合としての性格を本旨とし
ながらも，経済活力の向上に資するための新たな性格を付与した組合を想定したものである
と解される。
したがって，新たに導入された事業組織としての ｢有限責任事業組合｣ は，その名のごと
く，有限責任を特徴としながらも，一般的な性格は民法上の任意組合を引き継ぐものである。
民法は，その第667条～688条において任意の組合について規定しており，その特徴は以下
の通りである。
１．組合契約の当事者（組合員）は，全員が出資ならびに業務執行の義務と権利を有する
共同事業主である｡（民法第667条)5)
２．全員が共同事業主であることから，組合の事業で生じた債務について無限連帯責任を
負う｡（民法第675条，第677条)6)
３．組合の業務執行は組合員の過半数の取決めに従い，損益の分配についても出資割合に
とらわれず，自由な取決めが認められている｡（民法第670条第１項7)，第674条第１
項8)
４．組合としての所得は，組合に法人格がなく，組合員個人所得の合算と考えるため，そ
れぞれ，各組合員の個人所得として所得税等が直接課税されるといった，いわゆるパ
ス・スルー課税（構成員課税）が適用される。
民法上の任意組合に対して，今回導入された ｢有限責任事業組合｣ は，法律第１条（目的）
にあるように，共同事業体という組合の特徴をもちながら，先の任意組合の特徴２に示した
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5)「組合契約は各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約することによって，その効力を生じ
る｣（民法第667条 (組合契約) 第１項）
6）第675条，677条は，組合の債権債務が各組合員共有のものであり，組合員の間で分割できないこと
を規定しており，結果として，各組合員は無限連帯責任を負うこととなる。
7）｢組合の業務の執行は，組合員の過半数で決する｡｣（民法第670条第１項）
8)「当事者が損益分配の割合を定めなかったときは，その割合は，各組合員の出資の価額に応じて定
める｡｣（民法第674条第１項：下線筆者）言い換えれば，損益分配の割合は，当事者間で自由に決め
ることができる。
無限連帯責任を破棄して，出資額を限度とする有限責任制を導入するところに最大の特徴が
あるものである。
｢有限責任事業組合契約に関する法律｣ 第15条（組合員の責任）は，以下のように規定す
る｡「組合員は，その出資の価額を限度として，組合の債務を弁済する責任を負う」と。
また，組合員等の第三者に対する損害賠償責任については，第18条（組合員等の第三者に
対する損害賠償責任）で,「組合員又は次条第一項の規定により選任された組合員の職務を
行うべき者（以下この条において「組合員等」という｡）が自己の職務を行うについて悪意
又は重大な過失があったときは，当該組合員等は，これによって第三者に生じた損害を賠償
する責任を負う｡｣9) として，不法・重過失行為の当事者に対する無限責任は規定するものの，
第15条との関連から，組合員間の無限連帯責任は否定されている。
ここに，日本版 LLPとしての ｢有限責任事業組合｣ は，その名のごとく，有限責任とと
もに，所有と経営が一致した人的組織という事業体10）の性格も含めて，以下の３つの特徴を
持つこととなる。
１．有限責任制：第三者に対する確定した損害賠償責任を含む事業体の債務について，当
事者以外の組合員は連帯して出資額を超える責任を負わない。
２．内部自治原則：所有と経営が一致することから，取締役（会）や監査役（会）といっ
た機関の設置が任意であるなど，組織内部の取決めが原則として自由であり，また，
損益の分配についても出資比率に拘束されずに決定することができる11)。
３．パス・スルー課税（構成員課税)：事業体レベルでの課税がなされず，出資者に直接
所得税等の課税がなされる。
このような特徴を持つ ｢有限責任事業組合｣ は，立法化の旗振り役であった経済産業省に
よれば,「創業を促し，企業同士のジョイント・ベンチャーや専門人材の共同事業を振興す
る」ことを目的として，民法組合の特例として本制度を創設したものである12)。具体的には，
ベンチャーや中小企業と大企業の連携，異業種間連携，共同開発研究，産学連携，IT・金融
等の専門技術を持つ人材による共同事業などを振興し，新産業を創造するところに立法の目
的がある。
新産業の創造，研究開発，産業連携等を振興させるためには，有限責任制の導入により，
新産業創造に伴うリスクを軽減させるとともに，内部自治原則により，知的専門技術を保持
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9）当事者が故意又は重過失によって生じた損害賠償責任について当事者自身が無限責任を負うのは，
株式会社，合同会社等の場合でも同じである。
10）人的組織としての事業体は，全構成員（組合員）による出資ならびに業務執行の権利と義務を負う
ものであり，有限責任事業組合契約に関する法律第３条第１項が出資の履行による組合契約の有効化
を，第13条第１項が業務執行の権利と義務を規定している。
11）第56条（民法の準用）では，組合員の損益分配の割合を規定する民法第674条第２項の準用を規定
している。
12）経済産業省「有限責任事業組合（LLP）制度の創設について」平成17年６月（http: //www.meti.go.
jp /policy /economic_oganization /pdf / llp_seidosousetsu.pdf）
する者と固定資産などの出資を行う者との間に出資額にとらわれずに利益配分を柔軟にする
こと，さらには，構成員課税により，二重課税を避けるとともに，事業立ち上げ当初の損失
を他の所得と損益通算できると言ったメリットを与えることが必要となる。｢有限責任事業
組合｣ は，このような特徴を備えた新たな事業形態として採用されたのである13)。
Ⅳ ｢合同会社｣（日本版 LLC）の概要
｢有限責任事業組合｣ が民法上の共同事業体である任意組合を発展させたものであり，そ
の元来の特徴である組織内自治や構成員課税に加えて有限責任制を導入した新事業体である
のに対して，法人格を有する会社制度を発展させることによって，新たな有限責任の人的会
社制度を指向するものが日本版 LLCと言われる,「合同会社」である。
「合同会社」は，2005年６月29日に成立した新たな会社法 (平成17年７月26日法律第86号：
平成18年５月施行予定) のもとで創設された新事業体である。
従来，商法ならびに有限会社法において認められてきた会社組織は，人的会社としての合
名会社と合資会社，物的会社としての有限会社と株式会社の４種類であった。前者が無限連
帯責任社員を中心とし，後者は有限責任社員を想定しての会社組織であった。
新会社法では，会社類型を持分会社と株式会社の二つに分けることとした。持分会社とは，
民法上の組合組織を念頭においた会社であり，いわゆる人的会社に該当するものである。こ
れに対し，株式の所有を前提とする物的会社は，従来小規模株式会社を想定していた有限会
社を廃止し，株式会社に一本化された。有限会社が廃止されたのは，新会社法が規制緩和の
一環として株式会社の最低資本金規制を廃止するとともに，資本金ないし負債総額に応じて
株式会社を大会社とそれ以外の会社（中小会社)14）とに分けて会社規模に応じた規制をした
ことにより，有限会社と株式会社を区別する理由がなくなったためであると言われている。
資本主義経済社会では，物的会社としての株式会社が中心となり，有限責任制のもとで，
不特定多数の出資者から大量の資金を調達し，専門経営者が会社を運営するという考え方が
主流であった。これに対して，物的資産より人的資産を重視して事業展開を行おうとする新
規創業や創造的な連携共同事業においては，所有と経営の分離した物的会社としての株式会
社よりも，人的資産を核とした事業を展開できる企業形態を創造する必要がある。
このような企業形態の代表のひとつが組合であり，この組合に法人格を与えたものが合名
会社制度である。さらに，有限責任で経営に参加しない投資家を加えたものが合資会社とい
う制度であった。しかし，これらの組織形態には，出資者が自ら経営し，社内自治を得るこ
とによって意思決定の迅速性も図れるというメリットがある反面，事業主としての無限連帯
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13）経済産業省「有限責任事業組合（LLP）制度の創設について」の内容を要約
14）会社法第２条第６項によれば，大会社とは，資本金５億円以上ないし負債総額200億円以上の会社
をいい，従来，商法特例法（株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律）が取り扱ってきた
大規模株式会社であり，新会社法の制定により，有限会社法とともに会社法でその取扱いを統合され
ることとなった。
責任を負わされることにより，参加者に大きなリスクを負わせるという問題があった。
「有限責任事業組合」は，人的資産の活用を目的とした新規事業形態として創設された組
合であるが，一方，同じ目的のもとで，法人格を持つ会社形態として新たに創設された事業
形態がここでいう「合同会社」である。
したがって，合同会社は有限責任事業組合とほぼ同じ特徴，すなわち，有限責任制と内部
自治原則を有することとなるが，今ひとつの特徴である構成員課税については，法人という
性格を持つことから，法人税の対象とされることとなった。
合同会社は，人的性格を保有する有限責任事業組織であるのみならず，有限責任事業組合
と違って，法人としてのメリットを享受することができる。たとえば，事業規模の拡大によ
る株式会社への組織替えが可能であること（会社法第746条。第747条，これに対して組合は
解散が前提)，法人としての所有権，契約当事者権があることから，組合と違って，出資者
と業務執行者を分けることが可能であること，固定税率や損金認定範囲の拡大15)，欠損金繰
越といった節税メリットなどがある。しかし，法人課税となることから，利益配当課税とを
含めたいわゆる二重課税になるという欠点もある。
このような合同会社の創設により，会社法が規定する持分会社は無限責任のみの合名会社，
無限責任と有限責任とが並存する合資会社，そして，有限責任のみの合同会社の３種類が存
在することとなった。
従来の事業形態と有限責任事業組合も含めた新規事業形態の特徴をまとめたものが第２表
である。
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第２表 各種事業形態の特徴
事業形態 出資者の責任
内部自治
課税
会社機関の設置 利益の分配
組
合
任意組合 無限責任 任意 自由 構成員課税
有限責任事業組合 有限責任 任意 自由 構成員課税
持
分
会
社
合名会社 無限責任 任意 自由 法人課税
合資会社
無限責任社員と
有限責任社員
任意 自由 法人課税
合同会社 有限責任 任意 自由 法人課税
株式会社 有限責任 法定 出資割合 法人課税
15）会社規模によって相違するが，国・地方公共団体への寄付金認定や給料・交際費の認定など。
Ⅴ 英米の LLP・LLC
有限責任事業組合や合同会社といった新規事業形態が新設されたのは，先にも述べたよう
に，創業を促し，企業同士のジョイント・ベンチャーや専門人材の共同事業を振興すること
を目的とするものであった。参考とされたのは，英米における LLPならびに LLCである。
米国で普及している LLCは，1977年ワイオミング州でパートナーシップ制度を改正する
ことにより，初めて法制化された有限責任の人的会社制度である。しかし，当初はいわゆる
パス・スルー課税が認められなかったためその利用は限定的であった。その後，1988年に内
国歳入庁（IRS：Internal Revenue Service）が，公式に一定の条件を満たした LLCにパート
ナーシップ税制 (構成員課税) を認めた（キントナー規則)16）ことを受けて利用が拡大し，
各州で LLC法の制定が進んだ。また，1997年には，実際の判断が困難なキントナー規則に
代わって，法人課税か構成員課税かを選択できるチェック・ザ・ボックス規則が導入され，
税の取扱いがさらに明確化された。ここに，LLC制度は急速に普及し，1993年時点の約２
万社から2001年には80万社にまで急増した。また，現在でも年率20％程度の勢いで増加し続
けているとも言われている17)。
LLCは多種多様な業種・業態で利用されているが，特に，人的資産が競争力の源泉とな
る事業分野に向いており，個人の専門知識やノウハウを使った事業（投資ファンドの運営組
織，コンサルティング業，監査法人等)，人的資産を元手にした現代的創業（独自のビジネ
スアイデアを使った創業，サービス業等)，法人の専門的能力を使ったジョイント・ベンチ
ャーなどでの活用が進んでいる18)。
一方，英国では，1990年代後半，弁護士や会計士のパートナーシップ組織において，パー
トナー間の無限連帯責任の問題が大きく取り上げられるようになってきたことから，大手の
会計事務所が，全構成員が有限責任のパートナーシップ型組織の創設を強く求め，政府が
2000年に LLP制度を創設した19)。元来は，会計士事務所や弁護士事務所などの専門職業事
業所の利用を想定した制度であるが，その後一般事業会社の利用も進み，2004年現在で約１
万社の LLPがあると言われている20)。
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16）1954年のキントナー事件（医療団体を法人として扱うか否かについての係争事件）で，法人の特性
（法人税を適用する）として４つ（経営の集中，団体の継続，持分の自由譲渡性，有限責任）をあげ，
このうち３つ以上を該当する場合に法人とみなして（換言すれば，２つ以上が該当しなければパート
ナーシップ課税）法人課税をするとした判決から導かれた財務省の判断規則。しかし，実際の判断が
困難であるという欠点があった（キントナー規則)。高市邦仁「欧米の LLC」日下部聡・石井芳明監
修，経済産業省産業組織課編『日本版 LLC 新しい会社のかたち』，金融財政事情研究会，平成17
年，49頁。
17）前掲，49頁。石井芳明「日本版 LLP制度の導入について 共同事業のためのパートナーシップ
型の新組織」経理情報，第1077号（2005.3.10)，5963頁。
18）平野嘉秋「米国 LLCの税制 歴史と現状」日下部聡・石井芳明監修，経済産業省産業組織課編，
前掲書，95頁。
19）石井芳明「日本版 LLP制度の概要と実務」経理情報，第1087号（2005.7.1)，８頁。
20）高市邦仁「有限責任事業組合（LLP）制度の創設について｣，JICPAジャーナル，第17巻第８号
Ⅵ 監査業務を行う会計事務所の組織形態と LLP・LLC
従来からの組合ないし株式会社をはじめとする伝統的な事業形態，さらに新たに創設され
た事業形態としての有限責任事業組合（LLP）や合同会社（LLC）のようにさまざまな事業
形態が存在するが，公認会計士という専門職業人が実施する監査業務に適した組織形態はど
のようなものがふさわしいのか。この点を，英・米の現状から見てみよう。
米国において，公認会計士事務所が利用可能な組織形態には以下のようなものがある21）が，
選択基準は被監査会社からの独立性の確保，監査人の能力を向上させる組織構造，および監
査人が直面する訴訟リスクの軽減といった側面から判断されるようである。
１．(Sole) Proprietorship（個人事業)：個人が無限責任を負うことから，訴訟リスクに耐
えられないことと，独立性の確保が難しいことで監査業務に従事することは難しい。
２．General Partnership（任意組合)：パートナーの無限連帯責任と個人所得課税を特徴
とするが，訴訟リスクの回避の観点から，１と同様，一般的事業形態ではなくなって
きている。
３．General Corporation（株式会社)：監査人の独立性確保，専門能力を重視する観点か
ら，物的会社としてのこの形態での会計事務所の設立はほとんどの州で設立が禁止さ
れているため，州際業務を担当できないなどの問題もあって，利用されていない。
４．Professional Corporation：医者・弁護士・会計士などの専門資格取得者が会社形態を
取るものであるが，対人には無限損害賠償責任を負い，その他の責任については州に
よってその有限性の内容が大きく異なるため，州際業務を営む会計事務所での採用が
困難となっている。
５．LLC：先に述べた特徴を持ち，税務は個人所得課税と法人課税の選択制となっている。
会計プロフェッションは多くの州において LLC創設に向けたロビー活動を行い，現
在では大部分の州で会計事務所が LLCを採用できることとなった。ただ，現状では，
監査業務を行う会計事務所が LLPから LLCに組織替えする状況にはないようである。
米国 LLCでは，所有と経営の分離が認められていることから，公認会計士でなくと
も出資ができる。この点で，監査を担当する公認会計士組織としてなじまないと言え
るかもしれない22)。
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（2005.8)，2933頁。
21）Alvin A. Arens, Randal J. Elder, Mark S. Beasley, “Auditing and Assurance Services-An Integrated
Approach-12th ed.” Prentice Hall, 2008, pp. 2829.
22）実際，米国４大監査法人はすべて LLP形態を採用しており，LLC形態を採用している会計事務所
は，Deloitte Touche LLCや KPMG Consultant LLC (2002年に Bearing Point Co.に組織変更) といっ
たManagement Consulting会社に限られているようである。日本でも，有限責任事業組合は組合員全
員が業務執行を行う必要があるが，合同会社の社員は全社員が業務執行にあたることが原則であると
しても，定款で業務執行を行う社員を定めることによって，結果として，出資のみを行う社員が認め
られることとなる。
６．LLP：1990年代に創設されたが，州により責任範囲規定が異なる。パートナーは，自
らの行為および監督下にあるものの行為によって生じた損害賠償請求ついては無限責
任を負うが，他のパートナーや監督下にないものの行為については有限責任となる。
現在は，ビッグ４を含む多くの会計事務所がこの形態を取っている。
この他に日本の合資会社に当たる Limited Partnership（無限連帯責任を負う General
Partnerと一般には投資家から成る有限責任の Limited Partnerの混合する会社）があるが，
公認会計士事務所は利用不可となっている。
英国では，無限責任のパートナーシップ形態を取る会計事務所と有限責任のパートナーシ
ップ，すなわち，2000年７月に新設された LLPを採用する会計事務所に分かれている。英
国で LLPが導入されたのは，先にも述べたように，当時大型の企業倒産に絡み，弁護士，
会計士など専門職業者に対する訴訟が増えており，大規模会計士事務所が政府に強力に働き
かけたことによるものである。英国の LLPは，日本の有限責任事業組合と同じくパス・ス
ルー課税が適用されるが，他面，法人格を所有している。LLPは，KPMGなどの監査法人
や法律事務所，経営コンサルタントなどの専門職種のみならず，現在では，デザイン，ソフ
トウェア開発等一般の事業会社においても活用が進んでいる23)。
2002年に公表された日本公認会計士協会の「欧州３カ国の監査事情調査報告（第２回）英
独仏における会計士の損害賠償責任｣24）によると，英国の会計事務所約１万社のうち，LLP
を選択するものは大手では，Ernst & Youngのみ，その他は一部中小事務所200～300社に過
ぎないとされていた。その理由として，会計士側は開示義務を負わない LLPを希望したが，
有限責任を認める以上，取引先・債権者等に十分な財務内容の開示が不可欠であるとして設
定された財務諸表公開義務を嫌ったとも言われている。しかし，現在では，４大会計事務所
はすべて LLPを採用しており，例えば，KPMG（UK）は2002年，PwC（UK）は2003年１
月に LLPに組織替えしている。
Ⅶ 日本の会計事務所の組織形態
最後に，日本の会計事務所の組織形態について現状を見てみよう。
周知のように，直近の改正公認会計士法（2007年６月）により，全社員の有限責任制を導
入した新たな監査法人形態として,「有限責任監査法人」制度が創設された25)。この改正に
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23）根田正樹・矢内一好編『合同会社・LLPの法務と税務』，学陽書房，2005年，1921頁。
24）｢欧州３カ国の監査事情調査報告（第２回）英独仏における会計士の損害賠償責任」JICPAジャー
ナル第14巻第６号（2002年６月）
25）有限責任監査法人は，会社法が規定する合同会社の性格を有する組織形態であるが，いわゆる士業
法人（弁護士法人，税理士法人など専門職業者を主たる社員とする法人）であることから，各士業業
務の性格に合わせた特殊な制約が課されている。たとえば，有限責任監査法人では，全社員が有限責
任（公認会計士法第34条の10の６第７項）でありながら，特定証明業務に関わる指定有限責任社員に
ついては，特定証明から生じた債務について無限連帯責任を負うこととなっている（公認会計士法第
34条の10の６第８項)。
より，日本でも，海外における LLPや LLCに準じた組織形態が認められることとなり，
2008年４月の施行を受けて，新日本監査法人が新日本有限責任監査法人へと移行し（2008.6.
24付）日本で第一号の有限責任監査法人となった。しかし，法律施行後半年が経過しても，
有限責任監査法人への移行は予想されたほど多くはなさそうである26)。
有限責任監査法人の意義ならびに問題点の検証については，本制度の創設から日が浅く，
その利用が監査法人のごく一部にとどまっているところから別稿に譲り，本稿では,「有限
責任監査法人」創設前の環境のもとでの会計事務所の組織形態として，有限責任事業組合な
らびに合同会社の利用可能性を取り上げることとする。
日本では，公認会計士の個人会計事務所ないし共同事務所を除けば，現実に監査業務に従
事している会計事務所はすべて監査法人の組織形態を取っている。公認会計士法第47条の２
は,「公認会計士又は監査法人でない者は，法律に定のある場合を除く外，他人の求めに応
じ報酬を得て第２条第１項に規定する業務（監査証明業務：筆者追加）を営んではならない」
として，監査証明業務を公認会計士又は監査法人の独占業務として制限しているからである。
したがって，法律の改正を伴わない限り，新たに創設された法人組織形態である「合同会社」
として監査業務を営むことはできない。一方，民法上の組合は，組合契約のもとで，各当事
者が事業主として出資し共同の事業を営むための事業形態のひとつであることから，公認会
計士による共同事務所として監査業務を行うことは可能である。この点で，組合の発展形態
として新設された「有限責任事業組合」では，監査を業とする会計事務所の組織形態として
の利用可能性がある。しかし,「有限責任事業組合」については，2005年７月に公表された
「有限責任事業組合契約に関する法律施行令及び有限責任事業組合契約に関する法律の施行
期日を定める政令」によると，本組合の業務として行うことのできないものとして，公認会
計士法，弁護士法，司法書士法などが規定する９つの業務27）が定められたことにより，当面，
監査法人から「有限責任事業組合」への組織替えは不可能となった。その理由は，公認会計
士業務が「性質上組合員の責任の限度を出資の価額とすることが適当でない業務（すなわち，
無限責任を本旨とする業務：筆者追加)｣（有限責任事業組合契約に関する法律施行令第１条）
として認知されていることによるものであった。
したがって，現状では，新たに設置されることとなった「有限責任事業組合」も「合同会
社」も監査法人からの組織替えは認められないこととなる。
しかし，英米では会計事務所による LLPや LLCといった組織形態の採用が進んでおり，
日本においても「有限責任事業組合」や「合同会社」の特徴を備えた組織形態の創設が要請
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26）2008年12月26日現在，日本公認会計士協会会員の監査法人数は187，それに対して，金融庁によれ
ば，2008年12月19日現在，有限責任監査法人として登録されているのは５法人で，全体の2.7％に過
ぎず，新日本以外は中堅監査法人である（http: //www.fsa.go.jp /menkyo /menkyoj /kansahoujin.pdf)。
大規模監査法人では，あずさ監査法人や監査法人トーマツも有限責任監査法人への移行を準備中とい
われている（日本経済新聞「改革急ぐ監査法人｣，2008.10.22付）が，今後の方向性はまだ見えてい
ない。
27）いわゆる職業独占資格を有するプロフェッショナルのみが従事できる業務
されていた28)。
これら新たに創設された新規事業形態は，監査に従事する会計事務所の組織形態として適
当なものかどうか，この点からの検討を行ってみよう。
先にも述べたように，元来，新規事業形態の特徴は，以下の３つであった。
１．有限責任制
２．内部自治原則
３．構成員課税
このうち，｢合同会社｣ については，現在のところ，法人格をもつがゆえに３の構成員課
税は認められていない29)。この点で，監査法人は有限責任制を除けば，合同会社に近い性格
を持っているといえよう。
一方，出資者である社員と業務を執行する社員との関係については，｢有限責任事業組合｣
の場合は，出資者である組合員は，そのすべてが組合業務を執行する権利と義務を有する30）
のに対して，｢合同会社｣ の場合は，その定款に「業務を執行する社員」を定めることによ
って，社員を業務執行にかかわる社員と単に出資を行うだけのものとに分けることが可能で
ある。
先にも述べたように,「有限責任事業組合」や「合同会社」といった新規事業形態が新設
されたのは，創業を促し，企業同士のジョイント・ベンチャーや専門人材の共同事業を振興
することを目的とするものであった。創業リスクの軽減の観点からは構成員課税は重要な要
素となりうる。しかし，すでに180社を超える監査法人が設立されていること，ならびに，
４大監査法人にいたっては，500名からの社員がその６倍を超える職員を雇用している現状
を顧みるに，構成員課税と言う特徴は監査業務に携わる事業体としてはそれほど重要性を持
たないと思われる。この点では,「有限責任事業組合」であろうが「合同会社」であろうが，
大きな相違は認められない。
しかし,「有限責任事業組合」と違って，｢合同会社｣ では，監査業務にかかわらない単な
る出資者としての社員を創造することが可能である（会社法第590条)。換言すれば，公認会
計士でないものの参加も認められることとなり，監査事業体としての独立性ならびに信頼性
の面で齟齬をきたすおそれがある。現状では，この点で，｢合同会社｣ 形態の利用には問題
があると考えられる31)。
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28）当時の奥山章雄日本公認会計士協会会長は会社法改正に関するインタビューにおいて，合同会社に
ついて「公認会計士法の監査法人についても同様の組織を認めてほしい」と発言していた｡（｢会社法
制の現代化に関する要綱案（案）をめぐって（その１)」JICPAジャーナル第16巻第11号2004年11月，
20頁）
29）合同会社を新設した会社法は2005年６月29日参議院本会議において成立したが，それに先立つ６月
28日の参議院法務委員会では，会社法案に対する付帯決議14.「合同会社に対する課税については，
会社の利用状況，運用実態等を踏まえ，必要があれば，対応措置を検討すること」が委員会決議とさ
れたため，将来，構成員課税が導入される可能性もある。
30）｢組合員は，前条の規定（第12条業務執行の決定：筆者）による決定に基づき，組合の業務を執行
する権利を有し，義務を負う｣（第13条第１項）
「有限責任事業組合」の場合はどうか。
有限責任監査法人創設前の当時の監査法人制度と「有限責任事業組合」とのもっとも大き
な相違点は，社員の有限責任制の導入である。たしかに，監査法人自体の巨大化をみるに，
社員の相互監視と相互牽制が必ずしも十分に機能せず，ここに人的組織としての監査法人制
度が社員に求めている無限連帯責任制は現状にそぐわなくなってきていることは事実である。
この点で，社員の有限責任制を導入した「有限責任事業組合」組織が，無限責任の監査法人
組織よりもより適合していると考えることもできる。
しかし，無限連帯責任を取ってきた監査法人制度においても，2003年（平成15年）６月に
改正された公認会計士法により，指定社員制度が新設された。そこでは，特定の監査証明に
ついて業務を担当する社員（指定社員）を指定することができることとし，当該監査証明
（指定証明）に関しては指定社員のみが業務を執行し，法人を代表するとともに，無限責任
を負う（公認会計士法第34条の10の４，第34条の10の５）こととしたのである。一方，指定
社員以外の社員の責任については，監査法人への出資金の範囲に限定する有限責任制が取り
入れられた。ただし，被監査会社等以外の第三者からの損害賠償請求については，従来どお
り，監査法人の全財産をもって完済できない場合は全社員が連帯してその弁済を行うことと
なる。
指定社員制度は，2004年（平成16年）４月１日から開始する事業年度から適用となってい
たことから，一般には，2005年３月決算企業から適用されることとなった。
eol DBタワーサービスを利用して調査をしたところ，2005年３月決算上場企業総数2,755
社のうち，監査法人が監査を行ったのは2,658社，そのうち，指定社員の名のもとに署名を
行った監査報告書が添付された有価証券報告書発行会社は2,307社であった。
つまり，３月決算上場企業の96.5％が監査法人による監査を受けており，そのうち，86.8
％の会社が指定証明を受けていたこととなる。この数字を見る限り，指定社員制度が早々に
一般化されたことが分かる。
「有限責任事業組合」と指定監査人制度を導入した監査法人との相違は,「有限責任事業
組合」が組合制度を本旨とするのに対して，監査法人が法人制度を利用できること，有限責
任については，前者が（損害賠償請求債務が確定した当事者を除いて）第三者にも対抗でき
る有限責任制度であるのに対して，後者は第三者に対しては指定社員制度のもとでも無限連
帯責任を負うという点にある。
ここまで，監査法人の新たな組織形態としての「有限責任事業組合」と「合同会社」の利
用可能性を比較検討してきた。現行法制度上では，いずれの形態を利用することも出来ない
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31）昨年施行された改正公認会計士法では，公認会計士でないものにまで監査法人の社員資格を拡大
（特定社員）した。この「特定社員」は組織的監査の効果的実施のためには弁護士や IT専門家など
公認会計士以外の専門家の参加が必要であるとの観点から導入されたもので，日本公認会計士協会に
よる審査と登録が要求されるとともに，社員に占める割合の上限が25％以下に制限されている｡（公
認会計士法施行規則第19条）また，特定社員は監査業務に関わる社員であり，単なる出資者ではない。
が，新たな会計事務所の組織形態としては以下の方向性が考えられよう。
１.「有限責任事業組合契約に関する法律施行令及び有限責任事業組合契約に関する法律
の施行期日を定める政令」を改訂して,「有限責任事業組合」の業務として公認会計士
法が規定する業務32）を認めること。これにより，公認会計士の共同事務所を中小規模の
監査法人に匹敵する「有限責任事業組合」会計事務所に組織換えすることが可能となり，
より組織的な監査を実行できる会計事務所数を増やすことができよう。
２.「合同会社」については，出資のみの社員を認めず，業務執行社員だけに限る例外規
定を設けることによって合同会社形態の監査法人へ組織換えすることが可能となる。
この結果，監査に従事する会計事務所の多様化が進み，被監査会社の規模・業種に応じた
会計事務所の選択範囲が広がることとなり，監査の寡占状態を解消することも可能となろう。
この度の公認会計士法改正で新設された「有限責任監査法人」はまさしく上記２の合同会
社の性格をもつものである。
Ⅵ お わ り に
日本版 LLPと日本版 LLCにあたる ｢有限責任事業組合｣ ならびに「合同会社」という新
規事業形態が新設された。その特徴の第一は，人的組織につきものであった無限連帯責任を
排除することにあった。一方では，会計プロフェッショナルという人的組織が採用してきた
合名会社的組織としての監査法人組織がある。
監査法人制度が導入された当時と巨大化した監査法人が台頭する現在とでは，監査業務の
おかれる環境が大きく異なっている。このような状況のもとで，｢有限責任事業組合｣ と
「合同会社」を監査業務組織として利用する可能性について検討してみた。
現時点では，両事業形態とも，そのまま監査業務組織として利用することはできない。公
認会計士法第47条の２にあるように,「公認会計士又は監査法人でない者は，法律に定のあ
る場合を除く外，他人の求めに応じ報酬を得て第２条第１項に規定する業務（監査証明業務：
筆者追加）を営んではならない」とあるため，監査法人でない法人組織としての「合同会社」
は本業務を営めない。また，｢有限責任事業組合｣ を公認会計士の共同事務所組織ととらえ
た場合も，政令によって，本組合制度の利用が禁止されているからである。
しかし，監査法人制度自体を改革することによって，両組織形態の特徴を取り入れること
は可能である｡「有限責任監査法人」はその一例である。
「有限責任監査法人」制度の導入により，社員である監査人の責任は「有限責任事業組合」
の組合員や「合同会社」の社員と同じ第三者にも対抗できる有限責任の性格をもつこととな
った。たしかに，現行の組織的監査の広がり，監査法人の大規模化を見るに，監査業務を無
限責任を本旨とする業務と固定化することは現実的でない。現行監査は専門家個人の職人芸
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32）いわゆる職業独占資格を有するプロフェッショナルのみが従事できる業務
というよりは監査法人による組織的な監査のもとで行われ，審査体制も監査法人内部で整備
されており，監査の実務もマニュアル化されているという点に，無限連帯責任から有限責任
制への移行の根拠があるという考え方には説得力もある。さらに，公認会計士法の改正で導
入されることとなった監査人のローテーション制度を加味するならば，特定の業務執行者に
よる監査から監査法人全体での監査へと移行しているとみなすこともできよう。しかし，監
査のいわゆるルーティン化は，監査という専門業務の一般化を意味することとなり，公認会
計士というプロフェッショナルが行う専門業務の希薄化を導くのではないかという懸念を払
拭することができない。
この意味で，有限責任制の導入は，専門業務の希薄化というデメリットを補完する制度を
伴うことが不可欠である。株式会社における機関の設置義務，情報提供義務など，有限責任
制度の利用においては，有限責任制（特に第三者に対する）のあり方，監査業務組織のあり
方，組織内情報の公開のあり方，監査人の独立性，信頼性の確保の観点等から，慎重に判断
することが肝要と考えられる｡「有限責任監査法人」がこれらの問題点を克服できるもので
あるのかどうか，この点での分析が次の課題である。
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LLP and LLC:
Forms of Business Organization for Accounting Firms
Tae-Young PARK
This report discusses forms of business organization for Japanese accounting firms, with a focus
on LLP (Limited Liability Partnership) and LLC (Limited Liability Company), which have be-
come newly applicable to accounting firms in Japan, and intends to determine whether LLP- or
LLC-type accounting firms could work properly in Japan.
The 1961 revision of the Certified Public Accountants Act of Japan introduced a system of al-
lowing certified public accountants to form an “audit corporation.” This was in response to trends
of expansion and diversification of the business scale of Japanese enterprises, which necessitated
systematic audits of enterprises and securing auditor independence. Originally, an “audit corpo-
ration” was expected to consist of unlimited liability partners ; it was generally believed that an
“audit corporation” was the best type of entity through which independent certified public ac-
countants could do business as an incorporated group of professionals. However, under current
conditions, in which large audit corporations are increasing and tend to create oligopolies in the
audit field, the traditional “audit corporation” entity-characterized by an unlimited partnership as
a company composed of unlimited liability partners-may no longer always be the best form of in-
corporation for audit businesses. Recently, British- or American-style audit corporations formed
as LLPs (Limited Liability Partnerships) or LLCs (Limited Liability Companies) have emerged
in Japan, being newly legalized with a desire of the Japanese government to facilitate business
start-ups. LLPs and LLCs can be characterized by their autonomy as well as their system of lim-
ited liability, as typified in joint-stock companies.
To clarify the significance and characteristics of these emerging LLP- or LLC-type audit corpo-
rations in Japan, and to determine whether or not they function properly in Japan, I have studied
characteristics and existing examples of LLP and LLC entities in England and the United States.
Based on the study results, in this report I analyze the characteristics of Japanese audit corpora-
tions formed as LLPs or LLCs, to determine their significance and identify potential problems.
